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（令和８年４月末日発行）

新緑の候 大船渡労働基準監督署 署長 飯野 洋司

本年４月１日付で大船渡労働基準監督署に異動してまいりました。

前任地は盛岡で、大船渡労働基準監督署での勤務は11年ぶりとなります。
どうぞよろしくお願いいたします。
さて、新年度がスタートしたところですが、令和８年度における当署の重点課題は、①

長時間労働の抑制及び過重労働による健康障害防止、②中小企業等の事業場に対する丁寧
な対応を含めた一般労働条件確保・改善対策、③管内の労働災害防止等の発生状況等に応
じた労働災害の防止としています。
労災保険については引き続き迅速・適正な処理を行っていきたいと考えております。
気仙地域で働く方々が、安全安心に働けるよう精一杯取り組んでいきたいと考えており

ますので、皆様よろしくお願いいたします。

STOP！熱中症 クールワークキャンペーン」 今年も実施

気象庁によりますと、「夏の天候の見通し 東北地方（６月～８月）」として平均気温が
平年よりも高いと予報されています。近年の東北地方の気温も平年差から２℃から３℃上回
る状況が続いており、今年も昨年までと同様、暑さ対策が強く求められます。
昨年１年間の職場における熱中症による死傷者数の速報値は、前年の約1.4倍となる

1,681人となり、統計を取り始めた2005年以降、最多となりました。

本年も、厚生労働省では、労働災害防止団体などとも連携し５月から９月まで「STOP！
熱中症 クールワークキャンペーン」を実施します。
暑熱に関する要因の特定、ＷＢＧＴ値を把握（着衣状況に合わせた補正等も忘れずに）し

た上での熱中症リスクの見積り、リスク低減措置等、早めの検討をお願いします。

併せて、令和７年６月1日より改正労働安全衛生法が施行され、職場における熱中症対策
が強化されました。新年度を迎えて新体制となった企業も多いかと思います。昨年度構築し
た報告体制やフローチャート等も併せて見直しをお願いします。

STOP！熱中症クールワーク
キャンペーン リーフレット

職場における熱中症防止のため
のガイドライン

職場における熱中症対策の強化
について リーフレット

左記資料が掲載された
サイトHPはこちら！

http://upload.wikimedia.org/wikipedia/commons/3/37/Flag_of_safety_and_health.svg
file://krdn.mhlw.go.jp/personal/vol-001/redirects/hatanoi/Downloads/001676140.pdf
file://krdn.mhlw.go.jp/personal/vol-001/redirects/hatanoi/Downloads/001676141.pdf
file://krdn.mhlw.go.jp/personal/vol-001/redirects/hatanoi/Downloads/001476824.pdf
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大船渡署管内の労働災害発生状況（令和７年確定値を踏まえて）

令和７年における大船渡署管内の労働災害発生状況が確定しと大船渡署管内では
66件（死亡災害０件）となりました。前年に比べ７件の増加となります。
なお、死亡災害は３年連続０件となっています。
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令和元年以降の労働災害発生推移（休業４日以上）

死亡者数 労働災害発生件数

死亡災害ゼロ継続中！

令和７年

66件

（前年＋7件）
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事故の型別発生状況（R1～R7）

事故の型別では、過去７年間の統計より転倒、墜落・転
落、はさまれ・巻き込まれが上位を占めています。
特に転倒災害は令和７年単年で見ても25.8％と毎年一
定数の占める状況となっています。転倒災害防止には
「事業場等の作業環境」と、「労働者自身の身体状態」
の両面から検討が重要です。

年代と経験年数を集計したところ、年代にかかわらず経験年数が短期間であると労働災害が発生しやすい
傾向が見られます。また年代に特化すると60代の件数が最も多くなっています。岩手県は70歳まで就労
可能とする企業の割合が全国３位（45.0％）であり、全国平均（34.8％）を10ポイント以上上回ってい
ます。中高年層の労働者がさらに活躍する職場を創造する上で、「中高年層の労働災害をいかに防止する
か」といった観点も大切になります。

第14次労働災害防止対策

〈重点２〉

「労働者の作業行動に起因する
労働災害防止対策の推進」

〈対策参考〉
・厚生労働省
「社内で実現可能な行動災害防止
に向けた取り組み」

・スポーツ庁推進
「Sport in Life プロジェクト」

業種別では、過去７年間の統計より製造、建設、保
健衛生が上位を占めています。
令和７年単年で見ると、製造、建設、畜産水産業が
上位を占めますが、対前年同期との増減を見ると、
農林業や畜産・水産業（どちらも前年同期比+300
％）が上位を占める結果となりました。
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経 験 年 数

５年未満 ５年以上15年未満 15年以上25年未満 25年以上 合計

年

代

10代から20代 1 1
割合（％） 100.0 100.0

30代 3 6 1 10
割合（％） 30.0 60.0 10.0 100.0

40代 5 3 2 1 11
割合（％） 45.5 27.3 18.2 9.0 100.0

50代 5 6 3 5 19
割合（％） 26.3 31.6 15.8 26.3 100.0

60代 5 9 3 5 22
割合（％） 22.7 40.9 13.6 22.7 100.0

70代以上 1 1 1 3
割合（％） 33.3 33.3 33.3 100

年代×経験年数（R７）
社内で実現可能な行動災害
防止に向けた取り組み
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